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図図図図 12 12 12 12    電子入札のイメージ電子入札のイメージ電子入札のイメージ電子入札のイメージ    

３ 実現上の課題と取組方向 

(1)実現上の課題 

電子調達を実現するうえでの課題について整理します。 
まず，調達の電子化における国や他の地方公共団体での取組状況を整理します。 
次に，平成１４年７月に実施した，県の各発注機関と外郭団体，県内市町村及び県の入札参
加資格者に対する現況調査の結果を中心に，本県における実現上の課題について整理します。 

アアアア    調達の電子化の全国的な状況調達の電子化の全国的な状況調達の電子化の全国的な状況調達の電子化の全国的な状況 

 調達分野の電子化に関しては，既に国やいくつもの地方自治体における取組が先行してい
ますが，その内容や方向性などには大きな差があります。 
 本県では，これらの取組を，前章の基本条件に基づいて取捨選択して取り組むこととしま
すが，これらの動きの主なものについて，類型ごとにみた現況は次のとおりです。 

a a a a 情報開示関係情報開示関係情報開示関係情報開示関係    
 調達情報を発注者が開示することは，受注者側の対応も特に必要なく，現在のＷｅｂ
サイト構築技術を使えば，特に技術的な課題はありません。 
特に公共事業分野では，公共工事入札契約適正化法の施行によって，工事発注関係の
情報開示が法定義務となったことに伴い，その透明化を一層進めるため，建設工事調達
に関する情報のホームページへの開示が急速に進行しています。 

b b b b 発注手続関係発注手続関係発注手続関係発注手続関係    

(a)資格申請・電子入札資格申請・電子入札資格申請・電子入札資格申請・電子入札 
入札参加資格申請や入
札行為の電子化は，特に，
入札に参加する希望者と
発注者の間での情報交換
に，高いセキュリティが
必要であり，近年の通信
技術発展の果実を的確に
導入していく必要があり
ます。 
 入札参加資格の電子申
請については，国をはじ
めとするいくつかの発注
機関の公共事業関係で始
まっています。 
 また，電子入札は，競
争参加希望書の提出や指
名通知から，入札書の提
出，開札までの一連の処
理を，暗号化通信を活用
して行うものであり，特
に高度な技術力が必要で
す。この入札システムの中
枢部分については，公共事業関係での標準化やシステム開発の重複投資回避を目的とし
て，国土交通省の関係団体によって｢電子入札コアシステム｣が開発され，販売が開始さ
れています。



-13- 

図図図図 13 13 13 13    電子認証電子認証電子認証電子認証    

図図図図 14 14 14 14    情報共有サーバ情報共有サーバ情報共有サーバ情報共有サーバ    

(b)認証基盤認証基盤認証基盤認証基盤 
電子入札で重要な暗号化通
信技術を支え，顔の見えない
インターネットの世界の中で
なりすましや改ざん，盗聴な
どの不適正な行為を排除する
基本となる認証基盤について
は，電子署名及び認証業務に
関する法律(平成１２年法律
第１０２号,いわゆる｢電子署
名法｣)の施行を受けて,受注
者側・発注者側の双方で対応
が始まっています。 
受注者側の認証基盤(民間
認証局)は，現在様々な認証
局が設立され，その活動が始
まっており，電子入札に関し
ては上記の電子入札コアシステムに対応した８つの民間認証局が平成 15 年度から本格
的に活動を始める予定となっており，受注者に認証局の選択を可能としている点に特徴
があります。 
なお，電子入札の先行例では，発注者自らが認証局を立上げているものも見られます
が，電子署名法の趣旨や認証局運営コスト等を考慮すれば，今後は，民間認証局に委ね
るべきものと考えられます。 
一方，発注者側の認証の仕組みについては，組織認証基盤（ＧＰＫＩ・ＬＧＰＫＩ）
として現在整備が進められています。 
 

(c)電子契約電子契約電子契約電子契約 
 電子商取引が普及していけば，契約行為自体も，これまでの紙による契約書が，通信
媒体で送受信する電子契約書により契約締結を行うようになるといわれています。 
 しかし，現在のところ，民間商取引においても電子契約の普及はさほど進んでおらず，
国や他の地方自治体でもこれを導入した事例は皆無であるため，今後の社会全体への普
及状況を見極めて対応すれば良いと考えられます。 

 

c c c c 実施手続関係実施手続関係実施手続関係実施手続関係    
 実施手続関係については，契約
後に長期間かけて契約内容が履行
される調達が主な対象であり，な
かでも公共事業におけるＣＡＬＳ
/ＥＣでは，受発注者間の緊密な連
絡・調整等への通信ネットワーク
の活用や，調達成果品の管理・活
用を容易化する電子媒体による納
品が方向として示されています。 
 その一つに，履行途中の受発注
者間の情報共有を一層進めるた
め，履行計画や図面などの，履行
に必要な様々な情報・データをイ
ンターネット上の共有サーバーに格納し，関係者がいつでも確認・修正できる「情報共
有サーバー」が提案されており，各地で実験が進められています。 
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表表表表    7777    電子納品要領リスト電子納品要領リスト電子納品要領リスト電子納品要領リスト    
 また，成果品の電子納品についても，
国土技術政策総合研究所と国土交通
省官庁営繕部によって，現在，次表の
ような土木・建築分野の電子納品の基
準案が制定されています。 
この中で，図面の電子化であるＣＡ
Ｄについては，標準フォーマットとし
てＳＸＦの整備が進められています
が，まだ最終的な要求機能の整備まで
には至っていません。 
しかし，このＣＡＤ関係の動きは，
設計図面からの自動積算や，工事完了
図面等からの施設管理図面等への活
用，地理情報システム（ＧＩＳ）と連
携したデータ管理による維持管理業
務への活用等への発展を目指して進
められているものであり，今後，急速
な進展と普及が予想されます。 

イイイイ    発注者の状況と課題発注者の状況と課題発注者の状況と課題発注者の状況と課題 

((((アアアア))))県の状況と課題県の状況と課題県の状況と課題県の状況と課題    
 県では，平成１１年度から広島県行政 LAN/WAN の整備を開始し，１４年度に地方機関（県
立学校・警察署を除く）を含めた１人１台の PC 配備と全 PC のインターネット接続等の基
本的な基盤整備を完了したところであり，現在これらを活用して様々なアプリケーション
開発を進めています。 
 今後，電子調達についても，これらの資源を活用して進めていくこととなりますが，県
が行う調達の全分野・全プロセスについて，到達目標を実現するには，分野や部局によっ
て大きな差がある現況を踏まえて進めていく必要があります。 
 各類型ごとの具体的な現況と課題を整理するとおおむね次のようになります。 

a 情報開示関係情報開示関係情報開示関係情報開示関係 
県の調達情報の開示は，これまでの閲覧主体に
加えて，平成１３年度から公共事業（建設工事と
コンサルタント業務）についてホームページによ
る本格的な電子開示を開始しています。 
 現在のところ，公共事業についても個別案件の
入札公告や入札結果など，各発注機関が日々更新
していく必要のあるものについては対象から除い
ており，他の調達分野については物品関係の一部
情報以外はホームページ開示を行っていない状況
にあります。 
 また，現在の公共事業のホームページ開示内容
については，情報公開の一環として捉えてきてい
ますが，共通仕様書や基準書・様式等や個別調達
案件の詳細情報等，受注希望者への情報提供の視
点の強化について，要望が寄せられています。

土木設計業務等の電子納品要領(案) 2001.8改訂 
土木完成図書の電子納品要領(案) 2001.8改訂 
CAD製図基準(案) 2002.7改訂 
地質調査資料整理要領(案) 2001.8改訂 
デジタル写真管理情報基準(案) 2002.7改訂 
測量成果電子納品要領(案) 2002.7改訂 
電子納品運用ガイドライン(案) 2001.3制定 
現場における電子納品に関する事前協
議ガイドライン(案)[土木設計業務編] 2002.2制定 

建 
 
 

設 

現場における電子納品に関する事前協
議ガイドライン(案)[土木工事編] 2002.2制定 

営繕工事電子納品要領(案) 2001.7改訂 
建築設計業務電子納品要領(案) 2001.7改訂 
建築 CAD図面作成要領(案) 1999.5制定 
建築設備 CAD図面作成要領(案) － 

営 

繕 
官庁営繕事業に係る電子納品運用ガイ
ドライン(案) － 

 
【現在の県ホームページでの開示内容】【現在の県ホームページでの開示内容】【現在の県ホームページでの開示内容】【現在の県ホームページでの開示内容】    
建設工事 ｺﾝｻﾙ業務 その他 

・資格申請手続
・資格者名簿 
・関係要綱 
・指名除外情報
・年間発注予定

・資格申請手続 
・資格者名簿 
・関係要綱 
・指名除外情報 

・資格申請手続
（物品） 
・定例日競争予定
（物品・本庁）

※ WTO 対象調達案件で公告が義務付けられている県
報については，別途ホームページに掲載。 

【公共事業関係の県ホームページ画面】【公共事業関係の県ホームページ画面】【公共事業関係の県ホームページ画面】【公共事業関係の県ホームページ画面】

 
図図図図 15151515    ホームページでの情報開示ホームページでの情報開示ホームページでの情報開示ホームページでの情報開示    
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b 発注手続関係発注手続関係発注手続関係発注手続関係 
 発注手続について，本県では，これまですべて対面処理・紙文書のやり取りを基本と
して実施しており，発注手続を電子化するために新たなシステム構築が必要です。 
これについて本県では次のような状況にあります。 

(a)(a)(a)(a)資格者制度が工事･ｺﾝｻﾙ･物品･庁舎管理の分野に限定され，資格者名簿がない分野が資格者制度が工事･ｺﾝｻﾙ･物品･庁舎管理の分野に限定され，資格者名簿がない分野が資格者制度が工事･ｺﾝｻﾙ･物品･庁舎管理の分野に限定され，資格者名簿がない分野が資格者制度が工事･ｺﾝｻﾙ･物品･庁舎管理の分野に限定され，資格者名簿がない分野が
存在している。存在している。存在している。存在している。    
資格者名簿がない分野で電子入札等を行う場合，調達の安全性確保のために企業の
信用力評価を案件ごとに毎回実施する必要が生じるため，効率性等の観点から電子化
には問題があると考えられます。 

(b)LAN/WAN(b)LAN/WAN(b)LAN/WAN(b)LAN/WAN 未接続の発注機関が存在する。未接続の発注機関が存在する。未接続の発注機関が存在する。未接続の発注機関が存在する。（県立学校･警察署等）（県立学校･警察署等）（県立学校･警察署等）（県立学校･警察署等）    
システム構築に当たり，これらの機関からの接続形態に配慮する必要があります。 

(c)(c)(c)(c)使用している入札方式等は通常型指名競争入札と随意契約が主体であるが，多様なバ使用している入札方式等は通常型指名競争入札と随意契約が主体であるが，多様なバ使用している入札方式等は通常型指名競争入札と随意契約が主体であるが，多様なバ使用している入札方式等は通常型指名競争入札と随意契約が主体であるが，多様なバ
リエーションが存在しその改変も頻繁。リエーションが存在しその改変も頻繁。リエーションが存在しその改変も頻繁。リエーションが存在しその改変も頻繁。    
公共事業関係はこれらのすべての方式を包含しており，これをターゲットに置くの
が適当と考えられます。 
 

主な部局における地方機関の発注可能額主な部局における地方機関の発注可能額主な部局における地方機関の発注可能額主な部局における地方機関の発注可能額    
 知事部局 企業局 県教委 県警 

部局発注限度額 予算の範囲 予算の範囲 
2000 万未満 
(工事) 

工事３億円未満 
物品 3000 万円未満 

建設工事 令達予算範囲 令達予算範囲 令達予算範囲 500 万円未満 
委託業務 同上 同上 同上 令達予算範囲 
物品 同上 同上 同上 同上 

地
方 機

関 
その他 同上 同上 同上 同上 

. 部局別調達状況 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 
件数

金額

件数

金額

件数

金額

全
体
 

本
庁
 地

方
機

関
 

調達機関別
知事部局 
調達機関別
委員会

調達機関別
県警

調達機関別
県教委

図図図図    16161616    主な部局における地方機関の発注可能額主な部局における地方機関の発注可能額主な部局における地方機関の発注可能額主な部局における地方機関の発注可能額    

表表表表    ８８８８    各分野で使用している入札方式等と制度主管室各分野で使用している入札方式等と制度主管室各分野で使用している入札方式等と制度主管室各分野で使用している入札方式等と制度主管室    
各分野で使用している入札方式等と制度主管室各分野で使用している入札方式等と制度主管室各分野で使用している入札方式等と制度主管室各分野で使用している入札方式等と制度主管室    

分  野 建設工事 ｺﾝｻﾙ業務 物品 庁舎清掃 その他 
制度・名簿主管室 建設産業室 同左 用度室 財産管理室 特になし 
一般競争 ○  ○ ○ ○ 
公募型指名競争 ○     
通常型指名競争 ◎ ◎ ◎ ◎  
公募型プロポーザル  ○    
指名プロポ―ザル  ○    
設計競技方式  ○    
随意契約 ○ ○ ◎ ○ ○ 

◎：主に使用している方式 
○：使用実績があるか要領等の定めがある方式
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(d)(d)(d)(d)発注件数では，物品等の少額発注が大部分を占めるが，その金額的な割合は低い。発注件数では，物品等の少額発注が大部分を占めるが，その金額的な割合は低い。発注件数では，物品等の少額発注が大部分を占めるが，その金額的な割合は低い。発注件数では，物品等の少額発注が大部分を占めるが，その金額的な割合は低い。    
処理件数はシステム規模に大きく影響するため、その取扱いは、効果を見極めた上
で決定する必要がります。 
 

 少額随契ﾗｲﾝでみた節別発注件数

0 2 4 6 8 10 12 14   需用費 

 役務費 

  委託料 

使賃 
   工請費 

備品 

合計 

万万万万 

随契ﾗｲ
ﾝ以下

超

 少額随契ﾗｲﾝでみた節別発注金額

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 
 需用費 
 役務費 
 委託料 

使賃 
 工請費 

備品 
合計 

億億億億 

随契ﾗｲ 
ﾝ以下 

超

                        図図図図    17171717    少額随契ラインでみた節別発注件数・金額少額随契ラインでみた節別発注件数・金額少額随契ラインでみた節別発注件数・金額少額随契ラインでみた節別発注件数・金額        

 

(e)(e)(e)(e)仕様書閲覧等に業者の来庁が必要なため，大きな移動負担を強いている。仕様書閲覧等に業者の来庁が必要なため，大きな移動負担を強いている。仕様書閲覧等に業者の来庁が必要なため，大きな移動負担を強いている。仕様書閲覧等に業者の来庁が必要なため，大きな移動負担を強いている。    
現状では電子化が困難な書類等が存在しますが，少なくとも概要程度は把握可能と
するような何らかの方策が必要と考えられます。 

                                表表表表    9999    仕様書のデジタル化の現状仕様書のデジタル化の現状仕様書のデジタル化の現状仕様書のデジタル化の現状    

仕様書のデジタル化の現状仕様書のデジタル化の現状仕様書のデジタル化の現状仕様書のデジタル化の現状    
（特記仕様，仕様書，図面欄はそれぞれ閲覧有無・デジタル化有無・分量を指す） 

 内容の秘密性 特記仕様 仕様書 図面 備考（例外） 
建設工事 △(公開請求があれば開示) ○○少 ○○多 ○×多 一般・公募は販売 
〃（建築） △ ○○少 ×○多 ○△多 閲覧図面は貸与，〃 
ｺﾝｻﾙ業務 △ ○○少 ○○中 ○×少  
物品 ○ ○○少 ○○少 見本現品  
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c 実施手続関係実施手続関係実施手続関係実施手続関係 
 公共事業を中心とする分野では，契約後の履行期間が長いため受発注者間の緊密な連
絡調整が必要となります。また，履行完了後もライフサイクルの長い成果物の維持管理
において，できる限りの情報活用が必要です。 
本県の現況としては，受注者との情報交換は対面協議を基本としており，契約に伴う
多様な書類提出も持参を原則とし，電子メールについては現在のところ正規の書類提出
方法としては認知していません。また，書類様式等も業界団体等の販売に委ねています
がサービス不足も指摘されています。 
 また，電子納品基準についてはデジタル工事写真以外は未制定のままであり，将来の
図面電子化の必須条件となるＣＡＤについては，建築関係の一部で試行的に利用を開始
しているものの，その他の部署では未導入で職員の習熟も進んでいません。 

d その他（内部情報化基盤）その他（内部情報化基盤）その他（内部情報化基盤）その他（内部情報化基盤） 
 日々の更新が必要な個別調達案件の情報開示や電子指名・入札などについては，その
実施に伴って新たに生じる内部事務の増加を，最小限にとどめて初めて可能となること
から，このシステム化をあわせて行う必要があります。 
 現在のところ，調達と関連する県の内部システムは，財務会計システムと，文書管理
システムの他は，土木建築部と農林水産部が公共事業執行に利用している「事務管理総
合システム」のみとなっています。 
 事務管理総合システムは，一部機能の追加によって，上記の各課題に対応することが
可能ですが，このシステムを導入していない公共事業発注部局，また既存システムのな
い公共事業以外の調達分野については，新たに内部システムの構築または事務管理総合
システムの展開導入を進めていく必要があります。 
 また，こうした内部システムの構築・改良に当たっては，より一層の事務効率化等の
観点から，文書管理システムの決裁フローを活用するなど，既存システムとの連携を十
分に図るとともに，庁内各部局が共通して利用できることが望まれます。 
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 ( ( ( (イイイイ))))県の外郭団体の状況と意向県の外郭団体の状況と意向県の外郭団体の状況と意向県の外郭団体の状況と意向    
 県の外郭団体は，公共的な業務を行うため県がその運営等を指導しており，その調達に
ついても，公正・透明・安全など，求められるものは県と変わるところがありません。 
 これらの団体が行っている調達の状況と電子化に対する意向は次のとおりです。 
 
aaaa 大半の団体は，調達件数・調達規模ともに小さく，電子調達導入の意向も少ない。 
bbbb 調達件数は少ないものの，建設工事を発注するなど調達規模が大きい団体が少数あり，
その中には電子調達に積極的意向を示すところもあるが，システム開発・運営は県や
市町村との共同化を希望している。 
 
この結果から，外郭団体での電子調達の必要性はあまり大きくなく，また電子調達を導
入しようとしても，独自のシステム構築は困難だと考えていることがわかります。 
 県の外郭団体への電子調達の導入は，各団体の自らの判断が基本となりますが，県のシ
ステムの有効活用等について，制度的・技術的に検討しておく必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図図図図    18181818    外郭団体の調達状況（未回答含まず）外郭団体の調達状況（未回答含まず）外郭団体の調達状況（未回答含まず）外郭団体の調達状況（未回答含まず）    

○入札・契約事務の実態(件数)          ○電子調達へのニーズ 

 
建設工事 

測量建設 
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
業務等 

物品・

印刷等
その他

通常指名型 96 121 146 20

その他 2 0 0 0

見積合せ 653 8 1093 2236

その他随契 7564 40 4798 865

その他 0 1 0 0

入札・契約方式 

競争入札 

随意契約 

 

 電子調達の必要性 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

役務等

物品

コンサルタント

工事

絶対必要 必要 どちらかと言えば必要 必要ない

 
○インフラ整備状況 
   職員 PC 配備状況

～10% ～50% ～80% 
～100% 100％ 

インターネット接続

無 ～50% ～80%
80%～ 100%

無 ～50% ～80% 
～100% 100％ 

電子メールアカウント 

 
○システムの共同利用の意向 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 
資格審査・名簿作成システム(公共事業) 

資格審査・名簿作成システム(物品等) 
入札情報サービスシステム(公共事業) 
入札情報サービスシステム(物品等) 

電子入札システム(公共事業) 
電子入札システム(物品等) 

施工情報共有システム(公共事業) 
電子納品管理システム(公共事業) 

単独 共同 不要 わからない
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((((ウウウウ))))市町村の状況と意向市町村の状況と意向市町村の状況と意向市町村の状況と意向    
 電子調達に関する市町村の状況及び県との共同化等への意向は次のとおりです。 
 
aaaa    電子化の前提となる情報化基盤は，市町村で整備状況に差があり，電子調達関連事項の
認知度も低いなど，全体的にまだ緒についたばかりの段階にあると判断されます。    

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
bbbb 電子調達については，効率化や透明性といった本来のメリットに期待は高いものの，予
算・組織・人材等の課題を抱えており，結果的に，県や他市町村等との開発・運営共同
化を望む声が強くなっています。 

 

表表表表    10101010    電子調達・電子調達・電子調達・電子調達・CALS/ECCALS/ECCALS/ECCALS/ECへの期待と課題（ポイント累計）への期待と課題（ポイント累計）への期待と課題（ポイント累計）への期待と課題（ポイント累計）        

期待する効果 集計ポイント  導入の課題 集計ポイント 
品質向上 85  予算がない 204 
事務の効率化 256  組織体制が整わない 169 
コスト縮減 171  知識やスキルを持った人材がいない 153 
透明性の向上 179  データ等の標準化が進まない 81 
住民への説明力の向上 50  技術の進歩が早く知識が追いつかない 51 
省資源･省スペース化(ペーパーレス化) 85  システム環境の整備が整わない 99 
組織のスリム化 50  勉強などをする機械が少ない 76 
その他 5  納入業者の対応が進まない 64 
   その他 16 

集計ポイント：優先順位 1 位を 5 点、2 位を 4 点・・・5 位 1 点として全市町村分を集計した値 

 現 状 (職 員 P C の インター ネ ット接 続 )

0  5  10  15  20 25 30

そ の 他  

無 回 答  

100%  

80%～  

～ 80%  

～ 50%  

無  

市 町 村 数

今 後 (1 0 0 %到 達 時 期 )  

0 5 1 0  1 5  2 0  2 5  3 0

そ の 他

済

計 画 あ り

予 定 な し

未 定

市 町 村 数

 認 知 度

0% 20% 40% 60% 80% 100% 
電子納品

施工中の受発注者間情報共有

電子入札

入札情報サービス(PPI)

電子調達

CALS/EC 地方展開
アクションプログラム

IT ひろしま行動計画 2005

広島行政情報化推進計画

具体的に知っている 概要を知っている 言葉だけ知っている 知らない 無回答 

図図図図    19191919    情報化基盤の整備状況情報化基盤の整備状況情報化基盤の整備状況情報化基盤の整備状況    

図図図図    20202020    電子調達及び電子調達及び電子調達及び電子調達及び CACACACALS/ECLS/ECLS/ECLS/ECの認知状況の認知状況の認知状況の認知状況    
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cccc 共同化には，制度体系の統一が不可欠ですが，ニーズの高い公共事業関係分野の体系が
県に近いものとなっていることから，特にこの分野で共同化の可能性が高いと考えられ
ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 これらのことから，市町村における公共調達の電子化を推進していくためには，県の支援策
が重要であると考えられます。 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 
資格審査・名簿作成システム（公共事業）

資格審査・名簿作成システム（物品等）

入札情報サービスシステム（公共事業）

入札情報サービスシステム（物品等）

電子入札システム（公共事業）

電子入札システム（物品）

施工情報共有システム（公共事業）

電子納品管理システム（公共事業）

わからない 不要 単独 共同

 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

その他 

役務等の委託

物品購入等 

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務委託

建設工事の調達

1.絶対必要 2.必要 3.どちらかといえば必要 4.必要ない 

図図図図    22222222    分野別電子化の必要性分野別電子化の必要性分野別電子化の必要性分野別電子化の必要性  

図図図図    23232323    制度体系の存在状況（名簿の有無）制度体系の存在状況（名簿の有無）制度体系の存在状況（名簿の有無）制度体系の存在状況（名簿の有無）    

図図図図    21212121    システムごとの開発・運営の意向システムごとの開発・運営の意向システムごとの開発・運営の意向システムごとの開発・運営の意向  

 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

役務 

物品 

コンサル 

工事 

ある ない他
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ウウウウ    受注者側の状況と課題受注者側の状況と課題受注者側の状況と課題受注者側の状況と課題 

 受注者に対しては，電子調達に関する状況や意向を十分に把握するため，県の入札参加資
格者の約２分の１を対象に調査を行い，約半数から回答を得ました。 
その結果はおおむね次のとおりです。 
 
(ア) パソコン保有状況等からみて，コンサル業者を筆頭に情報化基盤の整備はおおむね完
了しており，また，電子化に多様な期待も寄せられるなど，電子調達の推進に向けて機
は熟していると判断されます。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 
庁舎清掃等 

物品 
建設業 

コンサル 

1.業務の効率化 2.業務の透明化 3.コスト縮減 
4.入札等参加機会の増 

5.省資源・省ｽﾍﾟｰｽ化 6.品質の向上 
7.現場作業の安全性向上 

8.技術レベルの向上 
9.特に期待するものは無い 10.その他 

図図図図    24242424    ＰＣ保有状況とそのインターネット接続状況ＰＣ保有状況とそのインターネット接続状況ＰＣ保有状況とそのインターネット接続状況ＰＣ保有状況とそのインターネット接続状況        

図図図図    25252525    電子調達や電子調達や電子調達や電子調達や CALS/ECCALS/ECCALS/ECCALS/ECへの期待への期待への期待への期待        

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

庁舎清掃等

物品

建設業

コンサル

1. 1 台以上／1 人 2. 1 台／1 人以上 3 人未満

3. 1 台／3 人以上 4.なし 不明・無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

庁舎清掃等 

物品 

建設業 

コンサル 

1.全てのﾊﾟｿｺﾝで使用 2.一部のﾊﾟｿｺﾝで使用可能

3.使用不可 不明・無回答
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(イ)  項目別に見た県の取組へのニーズは，どの業種も一様に入札参加資格申請と入札情報
サービスが突出している一方で，電子入札や電子納品には消極意見が見られます。しか
し，その導入自体は，即対応可又は経験技術の蓄積などの条件整備後なら対応可という
意向であり，習熟度を上げながらの段階的な導入が求められています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

庁舎清掃等 
物品 

建設業 
コンサル 

1.電子入札 2.入札情報サービス

3.入札参加資格申請の電子 4.電子納品

5.情報共有 6.特になし

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

庁舎清掃等

物品

建設業

コンサル

1.電子入札 2.入札情報サービス

3.入札参加資格申請の電子化 4.電子納品 
5.情報共有 6.特になし 
不明・無回答

図図図図    26262626    県の取組へのニーズ（優先項目と消極項県の取組へのニーズ（優先項目と消極項県の取組へのニーズ（優先項目と消極項県の取組へのニーズ（優先項目と消極項目）目）目）目）        

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

庁舎 

物品 

建設業 

コンサル 

1.対応可能 2 条件が整えば 3.対応不可能 不明

清掃等 

対応可能 無回答

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

庁舎
物品

建設業

コンサル

1.職員の経験・技術が十分蓄積されるなど 

2.社内のＩＴインフラの整備が済んでから 
3.システムに十分なセキュリティ等の 

4.各公共発注機関ごとでシステム

5.経費が少なくて済むようなシステムである 
6.関連情報を十分手に入れてから 
7.その他

清掃等

組織体制が十分整ってから

信頼性が確保されている

その
条件

図図図図    27272727    電子入札への対応意向と整えるべき条件電子入札への対応意向と整えるべき条件電子入札への対応意向と整えるべき条件電子入札への対応意向と整えるべき条件        
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(ウ) 不安事項として，どの業種もシステム乱立への懸念が突出しており，また認証費用負
担は，先行例程度でも県専用で過半数，市町村と共通なら約７割以上の業者が容認して
いるなど，共通化に対する強い要望が明らかとなっています。 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

このことから，本県における電子調達は，市町村（及び他県等）とのシステムや認証の
共通化とその普及を図った上で，段階的に導入・展開を進めていけば，受注者も含めた
関係者全体での推進が可能になると考えられます。 
 また，特にニーズが高い事項は，更に次のようなメリット強化策もあわせて検討する
ことが有効と考えられます。 
 
・電子資格申請では，県と市町村での共同受付による効率化の徹底 

 
・入札情報サービスは，情報集約するほどメリットが高まる特徴を踏まえ，県内の発注
情報を集め開示する全分野統合検索の実現 
 

・認証については，業容が多角化している業者負担の最小化に向けた，全分野の認証方
式の共通化 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 市町村共有 
県のみ 

市町村共有 
県のみ 

市町村共有 
県のみ 

市町村共有 
県のみ 

庁
舎

 
物

 
品

建
設

業
 コンサ

ル
 

1.この費用なら対応できる 2.この費用では対応できない 

清
掃

等
 

 

0 10 20 30 40 50 10.その他

9.段階的なｼｽﾃﾑ導入（紙との併用等）

8.データ等の標準化が進まない

7.勉強する機会がない

6.社内のｼｽﾃﾑ環境が整わない

5.各発注機関毎で異なるｼｽﾃﾑが導入される

4.知識を持った人材がいない

3.導入されるｼｽﾃﾑの操作が難しい

2.ﾃﾞ ﾀー改ざん対策などのｾｷｭﾘﾃｨ対策が十分か

1.初期投資が必要

庁舎清掃等 物品 建設業 コンサル 

% 

図図図図    28282828    電子調達に対する不安（複数回答可）電子調達に対する不安（複数回答可）電子調達に対する不安（複数回答可）電子調達に対する不安（複数回答可）        

図図図図    29292929    認証費用の負担意向（国交省方式の現行価格ベースに質問）認証費用の負担意向（国交省方式の現行価格ベースに質問）認証費用の負担意向（国交省方式の現行価格ベースに質問）認証費用の負担意向（国交省方式の現行価格ベースに質問）
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(2)本計画における到達目標と推進方向 

アアアア    到達目標到達目標到達目標到達目標 

 これまで述べてきた電子調達の必要性や基本条件，実現上の課題などを踏まえて，本計画に
おける到達目標を次のとおり設定します。 
 
○将来の全面電子化に備えた関係者一体での基盤確立と環境整備 
 
 電子調達の導入には， 
① 効率化による負担軽減が受発注者双方に及ぶ 
② 公正な手続の導入と情報の開示によって，公共調達･公共事業がより一層透明化され
県民の信頼を確保･向上できる 

③ 地域社会のＩＴ化推進の起爆剤として有効性が高い 
という基本的なメリットがありますが，これらの効果を一層高めるには，県・市町村・公社
等の公共的調達を行っているすべての発注者が同じ方向に向かって，足並みを揃えて推進す
ることが重要となります。 
 ただし，電子調達をめぐる周辺動向や技術動向等には不透明な点があることから，将来の
全分野・全プロセスの全面的な電子化に向け，本計画ではその基盤づくりを確実に進めてい
くことを最優先課題とし，この目標を掲げることとします。 

 

イイイイ    取組の考え方取組の考え方取組の考え方取組の考え方 

 この到達目標を実現するため，取組に当たっての基本的な考え方を次のとおりとします。 

((((アアアア))))全公共調達で共通の考え方に基づき導入・展開を進めるため，まずは公共事業分野での全公共調達で共通の考え方に基づき導入・展開を進めるため，まずは公共事業分野での全公共調達で共通の考え方に基づき導入・展開を進めるため，まずは公共事業分野での全公共調達で共通の考え方に基づき導入・展開を進めるため，まずは公共事業分野での
競争入札案件を対象として早期に基本形競争入札案件を対象として早期に基本形競争入札案件を対象として早期に基本形競争入札案件を対象として早期に基本形((((基本システム基本システム基本システム基本システム))))を構築する。を構築する。を構築する。を構築する。    
 調達の分野や類型にかかわらず，統一した考え方に基づいて一体的な仕組みを構築するこ
ととしますが，すべての調達を一度にシステム化していくのではなく，内部基盤や標準等の
整備が比較的進み，早期のシステム化が可能である土木建築部と農林水産部で，競争入札案
件を対象とした基本形(基本システム)の構築を先行して行い，それを牽引役に他の部局や分
野への展開を図ることとします。 
 

((((イイイイ))))受注者側の態勢を考慮しつつ，受発注者双方の習熟と定着を図った段階的導入を推進す受注者側の態勢を考慮しつつ，受発注者双方の習熟と定着を図った段階的導入を推進す受注者側の態勢を考慮しつつ，受発注者双方の習熟と定着を図った段階的導入を推進す受注者側の態勢を考慮しつつ，受発注者双方の習熟と定着を図った段階的導入を推進す
る。る。る。る。    
 基盤整備や習熟等，受注者側の対応が必要なものは，その対応力や習熟度に配慮し，デジ
タルディバイドの発生を避けるため，上位格付や大規模業者など基盤整備が進んでいる部分
から先行するなど，導入基本フローに示すステップにしたがって導入・展開を行うこととし
ます。また，システムの全面展開までは，経過的な措置をとりながら進めていくこととしま
す。更に，公共事業以外の分野や共同化する場合の市町村等への展開についてもおおむね同
様に進めることとします。 
なお，情報開示等の受注者側の対応を特に必要としないものは，分野・部局によらず，可
能なものから順次進めていきます。 
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（ステップ）（ステップ）（ステップ）（ステップ）    （内容） （対象案件） （対象業者） (備考) 

        

システム構築システム構築システム構築システム構築    
と実証実験と実証実験と実証実験と実証実験    

システムや制度等の基本形を構築，途
中，必要なものについて機能検証を目
的とする実験も実施 

(実験する場合) 
要検証部分を含
む案件限定 

(実験する場合) 
実験参加希望者
を対象 

模擬 
(結果無効) 

        

概成システム概成システム概成システム概成システム
による試行による試行による試行による試行    

想定される様々なケース別に，いくつ
かの対象を抽出して試行実施し，その
問題点等を洗い出し 

ケース別に多様
な対象案件を数
件抽出 

事前予告で参加
意向ある者を対
象 

実案件 
(結果有効) 

        

部分導入部分導入部分導入部分導入    
（当初）（当初）（当初）（当初）    

完成したシステムや制度に基づく実運
用を開始，対象範囲は限定するが該当
するものはすべて実施 

大規模・高額な案
件で効果が高い
ものから 

上位格付業者を
対象 

制度化 

        

拡大展開拡大展開拡大展開拡大展開    
部分導入の状況を踏まえて，手直しを
行いながら対象を拡大 

対象規模の拡大
（引き下げ）を推
進 

段階的に下位格
付業者等を対象
に加える 

〃 
(手直し) 

        

全面展開全面展開全面展開全面展開    すべての調達を対象に実施 
入札による 
全案件 

全業者 
〃 
(随契展開) 

※試行は試行要領等を個別に定めて行い，導入段階以後は規則や実施要領制定等の必要な制度化を併せ行う。 

図図図図 30 30 30 30    電子調達の導入基本フロー電子調達の導入基本フロー電子調達の導入基本フロー電子調達の導入基本フロー    

((((ウウウウ))))市町村や外郭団体との共同化を可能とする基本システムの構築を目指す市町村や外郭団体との共同化を可能とする基本システムの構築を目指す市町村や外郭団体との共同化を可能とする基本システムの構築を目指す市町村や外郭団体との共同化を可能とする基本システムの構築を目指す    
 開発コストを要する高度なシステム部分については，市町村等との共同化を検討してい
くなど，システム構築に当たっては，当初から，市町村等との共同利用が可能となるよう
な基本設計を行っておく必要があり，それぞれの市町村等の意思決定によって順次参画を
可能にしておく必要があります。   

ウウウウ    類型別の取組テーマ類型別の取組テーマ類型別の取組テーマ類型別の取組テーマ 

 基本的な考え方に基づき，各類型ごとの具体的な取組テーマを次のように設定します。詳
細な取組内容については，次章以降で明らかにします。 

((((アアアア))))情報開示関係～調達関連情報の閲覧からホームページ開示への移行情報開示関係～調達関連情報の閲覧からホームページ開示への移行情報開示関係～調達関連情報の閲覧からホームページ開示への移行情報開示関係～調達関連情報の閲覧からホームページ開示への移行    
 ホームページによる情報開示は，分野を問わず受注者のニーズが高く，また公共調達に
対する県民の信頼の確保と向上を図る上で，今後ますます重要となります。 
 しかし，県では先行している公共事業分野にもまだ未開示の情報が残っており，また他
の分野は殆ど未開示状態で，それを実現する内部システム基盤も整っていない状況です。 
 また，市町村等についてはおおむね県と同様の開示状況ですが，部分的には先行してい
るところもあるなど，各市町村等の情報開示に対する考え方が反映されて大きな差があり
ます。 
 このため，県としては，今後，次のテーマに取り組むことにより，情報開示と受注者へ
の情報提供サービスを強化することとします。 
 なお，市町村等との共同化については，情報開示に関する各市町村等の独自の取組を尊
重し，県と市町村等の公募方式による入札公告情報に関し，受注者の利便性向上に直接つ
ながる県内統合検索システムの開発を行います。 
 
（取組テーマ） 
① 県の調達ホームページ新設と開示情報充実に向けた内部システムの整備 
② 個別入札公告等の県内統合検索システム構築による受注者の情報収集容易化 
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((((イイイイ))))発注手続関係～資格申請と入札手続に関する基本システムの構築と導入・普及発注手続関係～資格申請と入札手続に関する基本システムの構築と導入・普及発注手続関係～資格申請と入札手続に関する基本システムの構築と導入・普及発注手続関係～資格申請と入札手続に関する基本システムの構築と導入・普及    
 発注手続の電子化では，特に入札関係で，セキュリティを確保した高度なシステム構築
と受発注者双方の十分な対応が必要になりますが，受注者側のシステム標準化への希望の
強さや認証費用負担への許容度から考えて，他の発注者とインターフェースや認証基盤を
共通化することが最も重要であり，これを織込んだ基本システムを早期に構築します。 
 また，指名方式による入札が多い現状からみて，電子入札のメリットを確保しながら拡
大展開を進めていくには，認証基盤(IC カード)の共通化や普及，受注者の来庁を可能な限
り省略する取組などと一体的に考えていく必要があります。 
 このため，受注者の要望が強い資格申請の電子化における認証を，入札システムの認証
と共通化するとともに，更に，仕様書閲覧をインターネットで可能とするなどの取組を併
行して実施していくこととします。 
 なお，このシステムは市町村等が個別開発･運営するには負担が極めて大きいため，共同
化が最も適していると考えられます。しかし，その枠組みを定めるには多くの課題が残っ
ていることから，システム導入の早期実現に向け，県が市町村等との共同化を可能とする
構成を持った基本システムを先行開発することとします。 
 
（取組テーマ） 
① できる限り標準的な入札システムの早期構築と全調達分野への展開 
② 資格申請等の電子受付開始と入札システムとの認証基盤の共通化による普及促進 
③ 市町村等との共同化を可能とするシステム構成の確保 
④ 調達仕様概要のホームページ開示の推進等 

((((ウウウウ))))実施手続関係～情報交換・共有への既存資源の活用と電子納品実現に向けた環境整備実施手続関係～情報交換・共有への既存資源の活用と電子納品実現に向けた環境整備実施手続関係～情報交換・共有への既存資源の活用と電子納品実現に向けた環境整備実施手続関係～情報交換・共有への既存資源の活用と電子納品実現に向けた環境整備    
 公共事業を中心とした実施手続の電子化は，現時点ではまだ仕様構築などの途上にあり
ますが，急速に整備が進んだ情報化基盤の活用や，将来の全面的な電子化に備えて，電子
メールの活用やＣＡＤをはじめとする電子納品について，受発注者双方で習熟度を向上さ
せるなど，将来に備えた取組を開始しておくべき事項も多くなっており，それに着手する
こととします。 
なお，受発注者間の共有サーバーによる情報共有については，受注者の元請・下請間で
同様な趣旨の取組が進んでいることや，巨大データ流通やセキュリティ管理から発生する
多額の費用について，受発注者間の費用負担など整理すべき問題が多いことなどから，今
後の動向を見極めて検討することとします。 
 
（取組テーマ） 
① 電子メールを活用した情報交換・共有の本格実施 
② 電子納品の実施に向けた環境づくりと試行の開始 
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図図図図 31 31 31 31    計画目標とその後の発展方向イメージ計画目標とその後の発展方向イメージ計画目標とその後の発展方向イメージ計画目標とその後の発展方向イメージ    

発注手続関係 
資格申請と入札手続に
関する基本システムの
構築と導入・普及 

実施手続関係 
情報交換･共有への既存
資源の活用と電子納品
実現に向けた環境整備

情報開示関係 
調達関連情報の閲覧
からホームページ開
示への移行 

将来の全面電子化に備えた関係者一体での基盤確立と環境整備 

最終的な全面電子化 

入札制度の一層の改善 

全情報の電子化と活用 

開
示
情
報
の
一
層
の
拡
充 

本計画期間の目標 

発展方向
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